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劣後受益権に係る会計処理と 

公正処理基準の解釈論が問題となった事例 

 

1. はじめに 

 

 平成 26 年 8 月 29 日、東京高裁は、信託を用いた住宅

ローン債権の流動化取引における劣後受益権に係る税務

処理が問題となった訴訟（以下「本件訴訟」といいます。）

について、原審判決を取り消し、控訴人の請求を全て認容

する逆転勝訴判決を言い渡しました（上訴なく確定。以下

「本判決」といいます。）。本件訴訟は、金銭債権の流動化

取引において劣後受益権を保有することとなるオリジネー

ターであれば誰もが経験する劣後受益権に対する配当の

税務上の取扱いを争点とするものであり、流動化の関係

者を中心に注目を集めていた事件です。 

 以下、簡単に概要を解説します1。 

 

2. 事案の概要 

 

(1) 本件訴訟の原告・控訴人（以下「控訴人」といいま

す。）は日本の銀行ですが、平成 15 年 2 月、信託の

受託者（以下、単に「受託者」といいます。）に対し、控

訴人を委託者、受託者を信託受託者とする信託（以

下「本件信託」といいます。）を設定し、控訴人の保有

する住宅ローン債権約 205 億円（時価約 227 億円）

を信託譲渡しました。控訴人は、本件信託により、元

本 175 億円の優先受益権と元本約 30 億円の劣後

受益権（以下「本件劣後受益権」といいます。）を取得

し、優先受益権を売買代金額 175 億円で、証券会社

を通じて投資家に販売しました。控訴人は、優先受益

権の譲渡に伴う会計処理として、いわゆる売却処理

を行い、金融商品会計に関する実務指針（以下「実

務指針」という。）第 37 項に従い、売却代金額 175 億

円から、住宅ローン債権約 205 億円のうち時価按分

して優先受益権に配分される金額約 158 億円を控除

した約 17 億円を収益として計上し、平成 15 年 3 月

期の益金の額に算入して法人税の確定申告を行い

ました。なお、控訴人は、受託者に対し、約 2 億円の

金銭の追加信託を行ったことから、本件劣後受益権

の元本額は約 32 億円、その帳簿価額は約 49 億円

（時価按分された帳簿価額約 47 億円及び追加金銭

信託約 2 億円の合計額）となりました。その結果、本

件劣後受益権の元本金額約 32 億円とその帳簿価

額約 49 億円との間に約 17 億円の差額（以下「本件

差額」といいます。）が発生しました（本件差額のイ

メージについては、図 1 をご参照ください。）。 

 

【図 1】 

 

 

(2)  控訴人は、実務指針第 105 項2に従い、本件差額を

償却原価法に基づいて処理することとし、平成 16～

18 年の各 3 月期において、受託者から本件劣後受

益権の配当として受領した金銭を、買入金銭債権利

息額及び買入金銭債権償還額に区分し、買入金銭

債権利息額のみを収益に計上し（以下「本件会計処

理」といいます。）、これを益金の額に算入して法人税

の確定申告を行いました。 
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 所轄税務署長が上記各期の控訴人の法人税につ

き更正処分等（以下「本件処分」といいます。）を行っ

たことから、控訴人は、審査請求を経て本件訴訟を

提起しました。本件訴訟の争点は、本件差額の会計・

税務上の取扱いですが、償却原価法に基づく処理を

認めず、期中において本件劣後受益権の配当を全

額収益認識する処理（本件処分）と、控訴人が採用し

た償却原価法に基づく処理（本件差額を徐々に償却

していく処理）とを比較すると図 2 及び 3 のようなイ

メージとなります。 

 

【図 2】本件処分の想定する会計・税務処理 

 

 

 

【図 3】控訴人の会計・税務処理 

 

 

 

3. 本判決の判断 

 

 原審判決は、本件差額について、実務指針第 105 項が

定める償却原価法に基づく処理をすることは税務上認めら

れないとしておりましたが、本判決は、概要以下のとおり述

べ、原審判決を取り消し、控訴人の請求を認容しました3。 

 

(1)  実務指針第 100 項第(2)号及び実務指針第 291 項

は、本件劣後受益権を「残存部分」として扱うとしてい

るから、控訴人のように、自ら保有する住宅ローン債

権という金融資産を信託するとともに、その信託受益

権を優先と劣後に分割し、本件劣後受益権を自ら保

有する場合は、本件劣後受益権は、新たな金融資産

を購入して取得したものではなく、残存部分として評

価する必要があるのであって、実務指針第 105 項に

いう「債権を取得した場合」には該当しない。したがっ

て、本件差額について、実務指針第 105 項を適用す

ることはできない。 

 

(2)  もっとも、法人税法第 22 条第 4 項の定める公正処

理基準によれば、収益は、その実現があった時、す

なわち、その収入すべき権利が確定したときの属す

る年度の益金に計上すべきものと考えるのが原則で

あるものの、取引の経済的実態からみて合理的なも

のとみられる収益計上の基準の中から、当該法人が

特定の基準を選択し、継続してその基準によって収

益を計上している場合には、法人税法上も右会計処

理を正当なものと是認すべきであると解される（最高

裁平成 5 年 11 月 25 日判決民集 47 巻 9 号 5278 頁

（以下「大竹貿易事件判決」という。））。控訴人が本

件劣後受益権につき、実務指針第 105 項と同様の会

計処理をし、継続して同様の処理基準により収益を

計上したことが、取引の経済的実態からみて合理的

なものである場合には、実務指針第 105 項を類推適

用した場合と同様の会計処理をしたものとして、法人

税法上も正当なものとして是認されるべきである。 

 

(3)  本件の事実関係に照らすと、①信託譲渡された住

宅ローン債権を時価按分したことにより、本件劣後受

益権の帳簿価額が約 49 億円とされたこと、②本件

劣後受益権に対する配当は、信託の収益から、公租

公課、信託報酬等の期中運営コストを差し引いたう

え、優先受益権に対する配当が行われた後に残余

の収益がある場合に行われるという内容となってい

ること、③本件劣後受益権の配当は、優先受益権の

配当を上回っており、本件劣後受益権の帳簿価額と

元本金額との差額部分は、住宅ローン債権が高金利

となっていて、その利息部分が本件劣後受益権に帰

属したことから生じる部分が含まれているといえるこ

とが認められるから、本件劣後受益権については、

取引の経済的実態を考慮すれば、実務指針第 105

項の「金利を反映して」債権金額と異なる価額で債権

を保有しているということができ、この点において同

項と類似した利益状況となっているということができ

る。 
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(4)  以上の状況を前提に、控訴人が、信託終了時の事

業年度において、財産の減少がないにもかかわら

ず、本件差額の部分を損失として計上することは、取

引の経済的実態と齟齬すると判断して、そのような事

態を回避するため、実務指針第 105 項と同様の会計

処理をすることを選択し、本件劣後受益権の配当金

につき同様の会計処理をすることは、上記の利益状

況の類似性を併せ考えると、取引の経済的実態から

みて合理的であると解すべきである。したがって、控

訴人がした本件会計処理は法人税法上も（公正処理

基準に適合した）正当なものとして是認すべきであ

る。 

 

4. 検討 

 

(1) 公正処理基準に関する議論状況 

 

 法人税法第 22 条第 2 項は「内国法人の各事業年度の

所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入す

べき金額は、別段の定めがあるものを除き、…資本等取

引以外の[取引]に係る当該事業年度の収益の額とする。」

と定めており、これを受け、同条第 4 項は「第 2 項に規定

する当該事業年度の収益の額…は、一般に公正妥当と認

められる会計処理の基準に従つて計算…する。」と定めて

おります。そのため、法人税法の企図する公平な所得計算

という要請に反しない限り、原則として、企業会計の基準と

公正処理基準とは一致するというのが一般的な理解です。 

 もっとも、企業会計の基準と公正処理基準とが常に一致

するわけではなく、企業会計の基準と公正処理基準とが乖

離する場合があるという点には異論のないところです。こ

の点、大竹貿易事件判決は、「収益は、その実現があった

時、すなわち、その収入すべき権利が確定したときの属す

る年度の益金に計上すべき」ことをまず述べた上で、権利

の確定時期に関して「取引の経済的実態からみて合理的

なものとみられる収益計上の基準の中から、当該法人が

特定の基準を選択し、継続してその基準によって収益を計

上している場合には、法人税法上も右会計処理を正当な

ものとして是認すべきである。しかし、その権利の実現が

未確定であるにもかかわらずこれを収益に計上したり、既

に確定した収入すべき権利を現金の回収を待って収益に

計上するなどの会計処理は、一般に公正妥当と認められ

る会計処理の基準に適合するものとは認め難いものという

べきである。」としました。本判決は、上記の大竹貿易事件

判決を前提として、本件差額について、償却原価法に基づ

く処理をするという控訴人の本件会計処理は、取引の経済

的実態を反映したものであり、公正処理基準に従った処理

であると認められると判断したものです。 

 

(2) ビックカメラ事件との比較 

 

 同じく会計処理と公正処理基準の解釈論が問題となった

事件として、ビックカメラ事件があげられます4。紙幅の都合

上、ビックカメラ事件の内容を紹介する余裕はありません

が（脚注 1 に記載した SFJ Journal Vol.10 に寄稿した論稿

では概要をご紹介しておりますため、同事件についてはそ

ちらをご参照ください。）、簡単に本判決とビックカメラ事件

の判決とを比較検討します。 

 ビックカメラ事件においては、いわゆる 5％ルールを採用

する不動産流動化実務指針に従った会計処理が公正処

理基準に該当しないとされましたが、これは、不動産流動

化実務指針が、不動産が法的に譲渡され、かつ、その対

価を譲渡人が収入しているときであっても、なお、子会社

等を含む譲渡人に残された不動産のリスクの程度を考慮

して、売却処理ではなく、金融取引としての処理をすること

があるとされている点に着目した判断です。すなわち、法

的に不動産や信託受益権が譲渡されている以上、大竹貿

易事件判決のいう「既に確定した収入すべき権利」が存在

しているのであり、不動産のリスク及びその経済価値のほ

とんど全てが特別目的会社を通じて他の者に移転してい

るかという独自の観点から、売却処理か金融取引としての

処理かを決定することとしている不動産流動化実務指針

は、大竹貿易事件判決の判断枠組みに当てはめると、公

正処理基準とはいえないと判断されたと理解することがで

きます。 

 これに対し、本件差額について実務指針第 105 項に定

める償却原価法に基づく処理をすることについては、①優

先受益権の譲渡時に、既に約 17 億円の譲渡益を益金の

額に算入した確定申告を行っており、その限度で「既に確

定した収入すべき権利」に係る収益は既に益金の額に算

入されていること、②取引の経済的実態を正確に把握する

という観点からは、本件劣後受益権に係る収益として真に

認識すべき金額は、本件劣後受益権の元本金額である約

32 億円を超える部分全てではなく、帳簿価額である約 49

億円を超える部分のみであり、将来キャッシュフローが帳

簿価額約 49 億円を超える限度で収益として認識すること

ができるような利子率（実効利子率）を用いて、劣後受益

権の配当を元本回収と受取利息とに振り分けるという本件

会計処理は、取引の経済的実態を正確に反映した処理で
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あると考えられる点を考慮する必要があります。これらの

点を考慮すると、本件会計処理は、大竹貿易事件判決の

いう「取引の経済的実態からみて合理的なものとみられる

収益計上の基準」と位置付けられると評価されたと理解す

ることができます。 

 さらに踏み込んで検討しますと、ビックカメラ事件と本件

訴訟との相違点は、ビックカメラ事件で問題とされた不動

産流動化実務指針においては「リスク・経済価値アプロー

チ」が採用されているのに対し、本件訴訟で問題とされた

金融商品会計においては「財務構成要素アプローチ」が採

用されていることによる結論の相違と理解することも可能

ではないかと思われます。すなわち、財務構成要素アプ

ローチによれば、流動化対象資産である金銭債権の一部

のみの譲渡を取り出して、売却処理が可能かどうかを判断

することができるのに対し、リスク・経済価値アプローチに

よると、仮に、少なくとも一部については「収入すべき権利

が確定した」と評価できる場合であっても、「不動産のリス

ク及びその経済価値のほとんど全てが特別目的会社を通

じて他の者に移転している」と評価されなければ、会計上

は売却処理を行うことができず（すなわち、「収入すべき権

利」が確定していないのと同様の処理をせざるを得ず）、

「収入すべき権利が確定したとき」に収益を益金の額に算

入すべきとした大竹貿易事件判決とは親和性が低いと言

わざるを得ないように思われます。 

 

5. 残された問題 

 

 上記のとおり、本判決とビックカメラ事件判決とを比較す

ると、公正処理基準の意味するところがある程度の具体性

をもって理解することができます。もっとも、本判決によって

も、なお、以下のような問題が残されております。 

 まず、公正処理基準の外延を示すにはなお不十分であ

るという点が上げられます。ビックカメラ事件と本件訴訟と

を並べて検討することで、大竹貿易事件判決が示した公正

処理基準の判断枠組みをある程度の具体性をもって理解

することは可能になったと思われます。もっとも、企業会計

の基準と公正処理基準との間に如何なる場面で齟齬が生

じるのかという大きなテーマについては、検討材料として一

つの事例が加わっただけであり、なおその外延は判然とし

ないと言わざるを得ません。今後も、引続き、議論を深め

ていくべきテーマであると思われます。 

 また、信託に関する税制をどう整理するかという問題も残

されております。法人税法第 12 条第 1 項本文は、信託課

税の基本原則を「信託の受益者（受益者としての権利を現

に有するものに限る。）は当該信託の信託財産に属する資

産及び負債を有するものとみなし、かつ、当該信託財産に

帰せられる収益及び費用は当該受益者の収益及び費用と

みなして、この法律の規定を適用する。」と定めておりま

す。しかしながら、同条の前提とするいわゆる信託導管論

は、本件訴訟で問題となったような、質的に分割された信

託やキャッシュフローが加工された信託ではうまく機能ま

せん。本件訴訟では、訴訟の初期段階で争点が実務指針

第 105 項等の解釈論に絞られたため、本件差額の処理と

法人税法第 12 条との関係については議論されておりませ

んが、今後の検討課題ではないかと思われます。 

 

                                                 
1
  本稿の詳細は、一般社団法人流動化・証券化協議会の会報誌

『SFJ Journal』Vol.10（本年 2 月発行予定。なお、同誌のウェブサイ

ト（http://www.sfj.gr.jp/journal/index.html）で閲覧可能です。）に寄

稿しておりますため、そちらもご参照ください。 

 
2  実務指針第 105 項は、「債権の支払日までの金利を反映して債権

金額と異なる価額で債権を取得した場合には、取得時に取得価額

で貸借対照表に計上し、取得価額と債権金額との差額（以下『取

得価額』という。）について償却原価法に基づき処理を行う。この場

合、将来キャッシュ・フローの現在価値が取得価額に一致するよう

な割引率（実効利子率）に基づいて、債務者からの入金額を元本

の回収と受取利息とに区分する。償却原価法の適用については利

息法によることを原則とするが、契約上、元利の支払が弁済期限

に一括して行われる場合又は規則的に行われることとなっている

場合には、定額法によることができる。」と定めております。 

 
3
  原審：東京地判平成 24 年 11 月 2 日（裁判所ウェブサイトで公

表）。本判決（東京高判平成 26 年 8 月 29 日）は未公表。 

 
4
  東京地判平成 25 年 2 月 25 日、東京高判平成 25 年 7 月 19 日

（確定。いずれも裁判所ウェブサイトで公表）。 


